
(おおやまちょうくろすぽいんとしゅうへん)

ＮＯ．２３８     大山町クロスポイント周辺地区（組合施行）

計画地

1

2

地区面積 構造

階数 高さ

名称 施行区域面積

名称 幅員 延長 面積

都市計画道路
補助第26号線

約２０ｍ 約９５ｍ -

板橋区特別
区道板1900号

約３ｍ
（全幅 約６ｍ）

約６０ｍ -

都道鮫洲
大山線420号

約４ｍ
（全幅 約８ｍ）

約２５ｍ -

板橋区特別
区道板173号

約３ｍ
（全幅 約６ｍ）

約３０ｍ -

建築面積

A 約１，８４０㎡

B 約３００㎡

C 約２１０㎡

D 約８７０㎡

１　計画の概要

板橋区大山町地内

計画の概要

　補助第２６号線整備とあわせた沿道まちづくりの推進による延焼遮断帯を整備するとともに、
木造住宅密集地域における不燃化の促進による市街地の安全性の向上、住環境の維持・改善を推
進する。

　補助第２６号線が商店街を横断して整備される中でも商店街の連続性を確保し、にぎわいの維
持・向上を図り、人と人とのふれあいとつながりを大切にした街を継承していく。土地の合理的
かつ健全な高度利用と都市機能の更新により商業や生活利便機能、定住人口の維持・増大に寄与
する都市型居住機能の立地を誘導し、魅力ある市街地の形成を図る。

約０．７ha 鉄筋コンクリート造・鉄骨造

A街区　地上２６階／地下１階
B街区　地上　８階／－
C街区　地上　３階／－
D街区　地上２５階／地下１階

A街区　約９２ｍ
B街区　約３１ｍ
C街区　約１９ｍ
D街区　約９４ｍ

２　都市計画の内容

大山町クロスポイント周辺地区
第一種市街地再開発事業

約０．８５ha

公共施設の
配置及び規模

備考

道
路

都市計画道路の拡幅

整備済

整備済

整備済

建築物の整備

街
区

建蔽率 容積率
建築物の
高さの限度

壁面の
位置の限度

主要用途

A 約６０％ 約６００％ ９５ｍ
２ｍ、４
ｍ、６ｍ

住宅、店舗、駐車場

B 約７０％ 約５００％ ４５ｍ １ｍ 住宅、店舗、駐車場

C 約６０％ 約５００％ ４５ｍ １ｍ 店舗

D 約７０％ 約５７０％ ９５ｍ ２ｍ、５ｍ 住宅、店舗、駐車場

延べ面積(容積対象) 住宅建設の目標

約２６，６００㎡
（約１８，６００㎡）

約３３０戸 約３４，１９０㎡

約１，９９０㎡
（約１，７５０㎡）
約７００㎡

（約６００㎡）
約１０，７５０㎡
（約７，１００㎡）



建築敷地面積

A 約３，１００㎡

B 約４３０㎡

C 約３５０㎡

D 約１，２５０㎡

都市計画決定

A-1 約２，１６０㎡ ７５０％ ６０％ １７０％

A-2 約１，９６０㎡ ５００％ ６０％ １００％

A-3 約８０㎡ ５００％ ４０％ １００％

B 約９５０㎡ ５００％ ８０％ １７０％ ２００㎡ １ｍ

C 約１，１００㎡ ５００％ ８０％ １７０％ ２００㎡ １ｍ

D-1 約１，６１０㎡ ６５０％ ７０％ １７０％

D-2 約６４０㎡ ４５０％ ５０％ １００％

都市計画決定

A A 約５７％

B B 約６５％

C C 約６３％

D D 約５８％

A A 約５９８％

B B 約３７９％

C C 約１８０％

D D 約５６６％

住宅戸数

駐車場

事業認可 総事業費

建築敷地の
整備

整備計画 備考

　道路境界より、建物を１．０ｍ、
２．０ｍ、４．０ｍ、５．０ｍ、
６．０ｍ後退し、歩道状空地を確保
するとともに、広場状空地を約３１
０㎡整備する。

‐

‐

‐

‐

平成２９年１０月１０日　板橋区告示第３８０号

３　高度利用地区

地区名 面積
容積率の
最高限度

建蔽率の
最高限度

容積率の
最低限度

建築面積
の最低限
度

壁面の位置
の限度

大山町
クロスポイント
周辺地区

２００㎡ ２ｍ、４ｍ

２００㎡ ２ｍ、５ｍ

昭和６１年　８月１２日　板橋区告示第２５３号
平成２９年１０月１０日　板橋区告示第３８１号（変更）

４　事業計画の概要

敷地面積

約３，１０４㎡

建蔽率
約４２５㎡

約３５３㎡

約１，２３３㎡

延べ面積

約２７，５５４㎡

容積率
約１，８３２㎡

約６９８㎡

約９，７４３㎡

用途 住宅、店舗、子育て支援施設、駐車場等
約３４５戸

約１３２台

令和元年６月７日　東京都告示第１１２号
令和２年６月５日　東京都告示第８１１号
令和５年３月２２日　東京都告示第２７７号

約２０２億円

５　経　緯

年　月　日 内　　　　　　　　　　　　　　　容

平成２７年４月 市街地再開発準備組合設立

平成２９年１０月１０日 都市計画決定告示

令和元年６月７日 市街地再開発組合設立認可

令和２年６月５日 事業計画変更認可

令和２年６月２３日 権利変換計画認可

令和２年６月２９日 権利変換期日

令和５年３月２２日 事業計画変更認可

令和３年９月１５日 施設建築物新築工事着工



６　位置図

７　区域図



８　配置図

９　完成予想図


